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         2021.10.7 

澤田義博氏の意見書（丙第 339 号証）について 

赤松 純平 

 澤田義博氏は、意見書（丙第 339 号証）[1] において、大飯原子力発電所の地下構

造評価及び地下構造のモデル化について、新規制基準の審査に係る各種資料を参照す

るとともに、関西電力から必要な事項の聴取を適宜行うことにより取りまとめたとし

て、関西電力が策定した大飯発電所の地下構造評価と地下構造モデルは妥当なもので

あり、また高浜発電所、美浜発電所についても大飯発電所と同様に評価できるとの意

見を述べている。 

 しかし、澤田氏の意見書には、調査資料の原本であるボーリング地質柱状図とは内

容の異なる地質断面図を引用していること、断層破砕帯によって生じている地震波速

度の異常について、これを示めす弾性波探査の不都合な結果を無視していること、反

射法地震探査や地震観測の結果について専門家であれば当然気づくはずの不均質構

造を看過していること、都合の良い解析結果を得るための恣意的条件設定を不問に付

すなど、事実誤認、虚偽説明の黙過、解釈の過誤などの瑕疵がある。以下にそれらを、

章・節を追って具体的に指摘するが、澤田氏の意見書の文言をゴチック体表記で引用

し、矢印 () の後にその問題点、反論等を記す。なお、註と図は文末に纏める。 

1． 地盤による地震波の増幅について 

 1．では、地盤増幅特性について、(1)地震波の伝播に関する一般的概念、(2)地盤に

よって地震波が増幅するメカニズム、(3)地下構造のモデル化の考え方が説明されてい

る。(3)について、次の点を指摘する。 

(3)地下構造のモデル化について 

・（6 頁、6 行目）実際の自然の地盤においては、地表面やその下の岩盤にも一定の傾斜や

凹凸があるが、その傾斜や凹凸が顕著なものでは無い場合には、地震動評価のための地下

構造モデルを作成する上では、不整形地盤と評価すべきではない。 

なお、前述の一次元地下構造モデルに対し、地下構造を三次元でモデル化した三次元地

下構造モデルも存在するが、これは主に数 km～数十 km に及ぶ埋蔵資源（石油、天然ガ

スなど）を対象とした地中の埋蔵資源の規模・形状の探査（埋蔵量推定）等を目的として

用いられるものである。 

「傾斜や凹凸が顕著なもので無い場合」という評価基準が科学的でない。地震動評

価は物理量を扱う数値解析であるから、顕著でないことの定量的評価が必要である。

不整形な地盤であるか、顕著な傾斜や凹凸が無いか調べなければならない。 

 原子力規制委員会の基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイドは「地盤モデル

の設定に当たっては、解放基盤面の位置や不整形性も含めた三次元地盤構造、及び各

層の材料物性（弾性波速度、単位体積重量、動的地盤剛性、減衰定数等）の設定が適

切であることを確認する[[2] 11 頁]としており、地盤モデルの設定では三次元地盤構

造の設定が適切であることを求めている。 

zimukyoku
テキスト ボックス
甲第５９７号証



2 

 

 

2．大飯発電所の地下構造評価について 

 2．では、主に大飯原子力発電所を例に、関西電力等が実施した調査・分析の結果

および地下構造のモデル化について、次の節立てで私見が述べられている。 

 (1) 地質調査 

 (2) PS 検層 

 (3) 試掘坑弾性波探査 

 (4) 単点微動観測 

 (5) 反射法地震探査 

 (6) 微動アレイ探査及び地表地震観測データに基づく地震波干渉法 

 (7) 地下構造のモデル化 

 (8) オフセット VSP 探査を利用したトモグラフィー 

 (9) 地表における地震観測結果 

(1)～(7)については、これまで関電の調査結果の評価が科学的な妥当性を欠くもので

あることを指摘してきた。それに重複するが、必要と思われる事項について澤田氏の

事実誤認を指摘する。(8)、(9)は設置許可申請以降の新たな調査項目である。澤田氏

の意見書および引用されている原資料を検討し、澤田氏の誤りを指摘する。 

 

(1) 地質調査 

 地質調査結果による岩級分類について、 

・（7 頁、(1)の 7 行目）また、電研式岩盤等級で言えば､破砕帯や風化した部分の周辺では

局所的にＣＭ級を含むものの、その大半はＣＨ級の堅硬な岩盤が十分な広がりを持って分

布しており、地質性状には何らもの間題もないことが判る。[別添：図 2(1).1]。 

 

別添：図 2(1).1 に示された地質断面図の岩級分布は、原子炉建屋直下の 10 本のボ

ーリング柱状図原本 [[3] 第 3.5.28 図(1)～(54)、6-3-588～641 頁]とは異なる。図 1

に提示された地質断面図 2 枚（別添：図 2(1).1 (1/2) { (1/3)} および (2/3））を引用す

る。標高-100m までの大部分が水色の CH 級とされている。図 2-1 にボーリング柱状

図原本に記載されている岩級分布を彩色表示して示す。また、図 2-2 に各ボーリング

の CH 級と CM 級の分布割合を示した。水色が CH 級、橙色が CM 級である。ボー

リングの位置により分布割合は異なる。標高-150m の深さまで 10 本のボーリングを

平均すると、CM 級が 36.6%、CH 級が 61.1％である[[4] 表 1、13 頁]。さらに、原

子炉基礎底面での CM 級の分布割合は 3 号炉では 56.1%、4 号炉では 22.0%であるこ

とを関電自ら報告している [[3] 第 3.5.14 表、6-3-182 頁]。このように、調査結果の

元データとは全く異なる内容の地質断面図による意見であり、事実誤認である。 

 

 

(2) PS 検層 

・（7 頁、(2)の 1 行目）関西電力は、大飯発電所敷地内で PS 検層を実施している。[別添：

図 2(2).1]。 
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 当該検層結果によると、特にダウンホール法による 3，4 号炉の炉心直下の No.1157, 

No.1158孔における PS検層値は安定して概ね一定値であり、Vsが 2.2km/s 以上の非常に

均質な硬質岩盤であることを示している。 

 

No.1157、No.1158 孔における PS 検層は、原子炉建屋基礎を掘削整地する前の地

山地表面から実施されている。孔口標高は、No.1157 孔は 21.47m、No.1158 孔は

22.31m であり、それぞれ標高約-300m の深さまで実施されている[[3] 第 3.5.28 図

(21)～(36)、6-3-608～623 頁]。引用されている別添：図 2(2).1 には標高 0～-160m の

S 波速度のみが示されているが、結果の全容 [[3] 第 3.5.12 表、6-3-180 頁] を表 1

に転記する。速度の深さ分布には一瞥して不自然さが認められ、次の(ア)、(イ)に記

すように測定と解析に問題がある。なお、P 波、S 波の速度を Vp、Vs と記す。 

 

表 1 3 号炉、4 号炉直下の PS 検層結果 

3 号炉 No.1158 孔 4 号炉 No.1157 孔 

標高 (m) Vp (km/s) Vs (km/s) 標高 (m) Vp (km/s) Vs (km/s) 

4～-58 4.50 2.26 4～-97 4.50 2.34 

-58～-196 5.25 2.40 -97～-187 5.25 2.70 

-196～-296 6.00 3.08 -187～-296 6.20 3.10 

[3] 第 3.5.12 表、6-3-180 頁を引用. 

 

(ア)原子力規制委員会の第 89 回および第 111 回審査会合において地震発生層の上端

の深さは 3km とされ [[5] 66～82 頁、[6] 56 頁]、これを踏まえて、地盤モデルの

策定では「断層上端の深さに相当すると考えられる Vp=5.8km/s 層の上面深度は約 3.3km

であった」ことから、地盤モデルの最下層は Vp=5.7km/s、深さ 2.95～3.0km、ま

た 3.0km 以深の地震基盤層は Vp=6.1km/s とされた [[7] 35 頁、37 頁]。PS 検層

結果（表 1）は、標高約-200～-300m で Vp は 6.0km/s、6.2km/s であり地震発生

層の速度に相当する。PS 検層で異常に高い値が測定されていることになる。 

(イ) ダウンホール法による PS 検層は次のような方法で実施されている。「測定は、

孔中受振計をボーリング孔内の所定深度まで降下させた後、地表で発破あるいは板

たたき法による起振を行い、基礎岩盤の P 波及び S 波の伝播速度を求めた。PS 検

層実施孔は 2 孔、延長約 600m で、測定深度の間隔はいずれの場合も約 2m である。 

[[3] 添付書類六、6-3-110 頁]」。 

  註 1 に測定方法を概説したが、300m 長のボーリング孔では、2m ずつ受振計を

ずらせながら発破または板たたきを実施し、P 波では 150 枚以上、S 波では 300

枚以上の別々の波形記録を得て、目視により読み取る。特に S 波の板たたき法で

は、人力による起振であるため発生する波の波形が同じではないこと、波動エネル

ギーが小さいことなど、測定精度の制約が大きい。PS 検層結果で、S 波の速度境

界の深さが P 波と同じであることは、同じ深さで速度が変化するという条件をつ

けて走時曲線を解析したものであり、記録の無理読みが推測される。 
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以上のように(ア)、(イ)の問題があり、PS 検層値が安定していると判断するには、

原記録と走時曲線を検証する必要がある。 

 

・(7 頁、(2)の 8 行目) ２地点のサスペンションデータのうち、01-11 は表層部分を除き、

-100mまでは平均的に Vs=2.2km/s，100m～130mでは Vs=2km/s程度とやや低下しているが、

この程度の速度低下では地盤増幅特性に与える影響はほとんどない。したがって、低速度

層と評価するのは妥当ではない。 

 

期待を込めて、地盤特性に与える影響はほとんどないと定性的に言っているにすぎ

ない。特に高周波数成分については、どの程度の影響があるか定量的に検討しなけれ

ばならない。 

 

・(7 頁、下から 3 行目) また、01-3では、-20mまでは恐らく風化層のため速度値は遅いが、

それ以深は概ね Vs=2km/s またはそれ以上の速度値を示している。 

 

標高-20m までの表層の速度が小さいと影響が大きい。また、標高-30～-60m の平

均値は 1.83km/s であり、「Vs=2km/sまたはそれ以上」ではない。事実誤認である。 

 

なお、PS 検層については、[8]の (2)PS 検層 の項に詳しく論じたので参照された

い。 

 

(3) 試掘坑弾性波探査 

・(8 頁、(3)の 2 行目) 坑道に沿った区間における Vs に若干の大小は見られるものの、大飯

発電所 3，4号炉の建屋直下の地盤は Vs=2.2km/s 程度の硬質な岩盤で構成されていること

が示されている。もちろん、それらの一部では、Vs が約 2.2km/sを下回っている箇所も散

見されるが、これは、局所的な亀裂や破砕帯、その周囲の風化の影響によるものと考えら

れ､そのばらつきもそれほど大きくない。 

 

 [[1] 別添:図 2(3).1､図 2(3).2] の数値を眺めただけで、「ばらつき」の性状を検討し

ていない。速度の低下を「ばらつき」としか言わないが、断層破砕帯に影響を受けた

西から東への系統的な速度低下である。 

 引用された別添:図 2(3).1､図 2(3).2 には、68 組の区間速度が記されている。区間の

長さを考慮せずに単純に平均すると以下のように、P 波、S 波とも 4 号炉側より 3 号

炉側の方が低速度である。「Vsが約 2.2km/s を下回っている箇所も散見される」のではな

く、系統的に変化しているのである。 

 

 全体(N=68) 4 号炉側*(N=38) 3 号炉側*(N=30) 

Vp (km/s) 4.390±0.669 4.526±0.498 4.218±0.814 

Vs (km/s) 2.141±0.335 2.239±0.273 2.017±0.369 

  N：データ数        * 4 号炉と 3 号炉の中央で区域分け 
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さらに、試掘坑弾性波探査では、上記の坑道に沿う屈折法探査だけではなく、大規

模な坑間弾性波探査(fan-shooting)が実施されており [[3] 第 3.5.114 図、6-3-851～

854 頁]、測定結果は断層破砕帯とそれに伴うシーム（岩盤の亀裂）の分布密度に関連

して、顕著な速度異常を示している。fan-shooting の結果は[8]の「3. 試掘坑弾性波

探査」および「8. 速度構造と地質構造（破砕帯）の関係」に詳述したが、図 3 に原

子炉建屋基礎におけるシームの分布と、坑間弾性波探査による P 波速度のトモグラフ

ィ解析の結果の図を示す[[8] 図 42、23 頁]。澤田氏は坑間弾性波探査の結果について

は言及せず無視している。 

 

 

(4) 単点微動観測 

・（8 頁、下から 7 行目）関西電力は単点微動観測結果から基盤深さを推定する際に、表層

地盤の Vsを埋土の平均値 472m/s、第２層の Vsを 2.2km/s と設定しているが、この調査の

目的が全体的な基盤の高低差の傾向の把握であることや、他の調査（地質調査・PS 検層・

試掘坑）によって浅部から硬質な岩盤の分布を確認していることに照らすと、合理的な仮

定による検討・評価であると考える。 

 

微動観測による H/V スペクトルの利用方法における仮定を無視しているうえ、観

測精度を超えた議論である。第 2 層の Vs が 2.2km/s であると仮定したうえでの話で

あり、Vs=1.6km/s であってもほぼ同じ深さが求まる。図 4 に第 2 層にいろいろの Vs

を与えた場合の H/V スペクトルの形と H/V ピーク周波数と第 2 層の深さの関係を示

す[[8]  5. 単点微動観測（H/V スペクトル）]。基準地震動策定用の地盤モデルの表

層が Vs=2.2km/s であることを前提としたものであり、Vs=1.6km/s であれば地盤増

幅率は 30～40％も増加することになる。従って「合理的な仮定による検討・評価」で

はない。 

 

 

(5) 反射法地震探査 

・（9 頁、(5)の 4 行目）当該地震探査結果（深度断面図）を見ると、反射面が不明瞭で途切

れている箇所もあるが、速度コントラストを有する不整形の存在を示唆する反射面の大き

なギャップ等は確認されず、褶曲構造等の特異な構造も示されていない。 

 

引用されている [1]の図 2(5).1：反射法地震探査結果（A 測線）には断層構造を示

す回折波が認められる。回折波が現われていることは、すでに、我が国における反射

法地震探査の専門家である田村八洲夫氏（元物理探査学会副会長）、京都大学名誉教

授・芦田譲氏（元物理探査学会会長）が明確に指摘している[9、10]。図 5 に探査結

果（A 測線）を引用し、回折波を赤枠で示す[[8] 4. 反射法地震探査を参照]。反射断

面は、縦横比 1:4 で描かれており、反射面のうねりやギャップなどの不均質性が圧縮

されている。澤田氏の意見書は、関電の探査結果の説明文を字句通りに追従している

に過ぎない。 
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(6) 微動アレイ探査及び地表地震観測データに基づく地震波干渉法 

・（9 頁、(6)の 11 行目）これらのデータを詳細に見ると、例えば周期１秒余付近では周辺

に比べて位相速度が若干早いデータが数点見られるなど、位相速度値に小さなばらつきが

見られる。一般に観測から求められる分散曲線（位相速度－周期の関係）には、計測誤差

や解析条件等により多少のばらつきが認められるものであり、関西電力の示す分散曲線

（別添：図 2(6).2）に見られるばらつきも一般的なものであることから、これらのばらつ

きは地震動評価上低速度層と評価されるものではない。 

 

・（9 頁、下から 4 行目）微動アレイ探査とはアレイ内の平均的な速度分布を良く表現する

ものに比して、PS 検層は一点での深度方向の情報であり、個々の PS 検層データのばらつき

に着目するのは合理的な判断では無いと考えられる。 

 

分散曲線のゆらぎを「ばらつき」と見るか、あるいは「一定の傾向からのずれ」と

見るかで評価が異なる。分散曲線に低速度層を示唆する「ばらつき」があるだけでな

く、PS 検層データにも低速度層を示す「ばらつき」があり、さらに、図 2 に示した

ように、原子炉建屋直下の 10 本のボーリング孔による地質調査 [[3] 第 3.5.28 図(1)

～(54)、6-3-588～641 頁] で、より脆弱な CM 級以下の岩盤が 36%以上も分布して

いる[4]ことが判明しているのであるから、不均質構造の存在を想定してデータ解析を

しなければならない。 

 

(7) 地下構造のモデル 

・（10 頁、(7)の 6 行目）関西電力は速度構造モデルの推定にあたり、比較的速度の遅い表層

を Vs=0.5km/s、基盤を Vs=2.2km/s から 0.1km/s 刻みで深度につれて漸増するとの仮定を置い

て解析を行っているが、これまでに述べた各種調査結果から大飯発電所の地下構造に低速度層

は認められず、観測により得られた位相速度が周期に従い漸増していることを踏まえると、合

理性を有する判断であると考える。 

 

図 6 に示すように、第 1 層 Vs=0.5km/s から第 2 層 Vs=2.2km/s とジャンプさせた

こと、第 2 層以下 0.1km/s の単調増加であることは、建設時とバックチェックの調査

結果を無視し、「解放基盤は Vs=2.2km/s である」とする関電の規定方針のための初

期条件である。結果を誘導するための条件設定によりインバージョン解析が行われた。

[8] 6. 微動アレー観測および地震波干渉法、および 7. 基準地震動評価のための地盤

モデルを参照されたい。 

 

・（10 頁、(7)の 16 行目）推定された１次元の速度構造モデルは微動アレイ探査結果に基

づいたアレイ全体の平均的な速度と層厚であり、速度構造モデルの上面の高さは概ねアレ

イ全体にわたる平均的な標高に対応することから、１次元の速度構造モデルの表面の高さ

と観測点の標高とは直接の関係はない。 
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実験物理学、観測物理学の基本に係る事項の間違いを犯している。「アレイ全体に

わたる平均的な標高」のデータを取得したのは 7 台の地震計であり、地震計の設置位

置がデータ解析の基準になる。地震計の位置は地震観測・振動計測の基礎である。 

 

・（10 頁、下から 6 行目）仮に破砕帯等による数 m～数 10m 程度の不整形が存在するとし

ても、地震波の波長が十分長い(Vs=2.2km/s の場合、例えば周波数 10Hz で波長 220m)ことか

ら、地盤増幅特性に及ぼす影響はほとんどないと考えられる。 

 

地盤振動論を無視した考えである。よく知られている 1/4 波長則では、厚さ h の地

盤の共振周波数 f は、速度を v として、 

 

  f  = (2 n – 1) / 4 × v / h,    n = 1, 2, 3, ・・・・ 

 

である（註 2）。すなわち、v = 2000 m/s、h = 50m であれば、10Hz、30Hz、50Hz

の波が、また h = 20m であれば 25Hz の波が共振により増幅される。これは 1 次元モ

デルによる計算であるが、横方向にこの規模の不均質があれば波はトラップされて震

動継続時間が増加する。基準地震動は周期 10～0.02 秒（周波数：0.1～50Hz）の範

囲で評価されており、数 10m 規模の不整形といえども、その影響を看過することは

できない。 

 

・（10 頁、下から 4 行目）破砕帯が弱部となってすべり面となるような岩盤の力学特性の観点

からは破砕帯の影響が無視できない場合があるが、原子力発電所では破砕帯を考慮したモデル

による基礎地盤や斜面の安定解析を実施し、その影響を確認している。 

 

関電の安定性解析は、(1)原子炉建屋基礎の岩盤が、脆弱な CM 級が 3 割以上も分

布している（図 2 参照）にも拘わらず、ほとんど全てをより堅固な CH 級とした地盤

モデル（図 1）によっており、(2)岩石の引張強度を岩盤の引張強度であると詐称して

強度を堅固なものとして解析し、また(3)せん断強度を、関電自ら設定した判定基準と

は違った基準で判定している疑いがあるなど、恣意的なモデルと物性値の設定、計算

結果の勝手な解釈など、不合理なものである。詳しくは [11] を参照されたい。 

 

(8) オフセット VSP 探査を利用した弾性波トモグラフィー 

・（11 頁、5 行目）弾性波トモグラフィー結果によると、Vp = 4.6km/s程度の地盤の上面深

度はおおよそ E.L.0m～F.L.-50mにあり、広くほぼ水平に分布している。 

 

図 7-1 にトモグラフィ解析の図 [[1] 図 3(1).2] を引用する。図 7-2 は、部分拡大図

である。図から明らかなように、3.0km/s層が標高-20mまで、4.0km/s未満の層が-40m

にまで、4.1～4.2km/s 層が-50m 以深に、部分的には-80m にまで、幅 100m に亘っ

て沈降している。4.6km/s 程度の層は平坦ではなく、「広くほぼ水平に分布して」いる

のではない。 
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・（11 頁、9 行目）弾性波トモグラフィー結果からは表層部(地表面～E.L.0m 程度)に

Vp=4.6km/s に満たない地盤が見られるが、これは地質断面図[別添：図 2(1).1]における

風化の影響を受けた岩級の低い層に概ね対応すると考えられる。弾性波トモグラフィーを

行ったＤ側線[別添：図 3(1).1 黄色波線]は原子炉建屋から 150m ほど離れた位置にあり、

地質断面図[別添：図 2(1).1]によると、この岩級の低い層は原子炉建屋付近においては建

設時に掘削され取り除かれていることが確認できる。 

 

澤田氏は、①Vp=4.6km/s に満たない地盤は、風化の影響を受けた岩級の低い層に

対応、②この岩級の低い層は原子炉建屋付近においては建設時に掘削され取り除かれ

ていると主張している。これらの論拠にしている地質断面図[別添：図 2(1).1]（図 1-2

に転記）は、3 号炉を通過する D-D’断面であり、図の左側では岩級の低い層が分布し、

CM 級は標高-30m まで沈降している。また D-D’断面図には地質図を描いたボーリン

グ位置が記載されている。下表にボーリング孔のD-D’断面からのオフセット距離 [[3]

の第 3.5.26 図から判読] および掘削深度（標高）[断面図から判読] を示す。 

D-D’断面に位置するボーリング孔は、左端の No.222、炉心位置の No.309 の 2 本の

みで、No.309は標高+15mまでの浅い孔であり、残りの 17本は断面から離れており、

投影表示（図では括弧付き番号、赤破線で表示）されたものである。また、建屋付近

で D-D’断面と交わる斜孔は、No.36 のみで、他の斜孔は D-D’断面と遠ざかる方向に

掘削されている。No.36 は大凡標高-35m で断面を横切る。No.36 の次に建屋基底以

下に掘削されている孔は 95m 離れた No.1161 で、これはオフセットが 50m もある。

D-D’断面地質図は、このような離散的で限られた情報に基づいて推測（speculate）

されたものである。 

 

D-D’地質断面に記載されているボーリング孔．「位置」は C-C’断面からの孔口の距離． 

オフセットの + は北東方向．－は南西方向．斜孔は孔口と孔底の位置を示す． 

孔番号 位置 (m) 深さ (標高m) オフセット (m) CM級 (%) 備　考

222 200 -10 0

(1123) 200 -25

No.7 160 -40 -5 ～+12 F-6対象斜孔

(1110) 150 -35 -25

No.36 135 -110 +50 ～ -70 F-6対象斜孔

(1097) 100 -10 -25

(1084) 50 -10 25

(1161) 40 -146.04 -50 44.7

No.1 5 -120 +40 ～ +85 F-6対象斜孔

No.2 5 -200以深 +40 ～ +120 F-6対象斜孔

309 0 +15 0

(1158) 0 -296.09 -17 36.7

(1155) -40 -146.05 -50 32.0

(1156) -40 -146.02 +20 33.8

(1058) -50 -10 -25

No.58 -70 -40 -25 ～ -50 F-6対象斜孔

No.67 -65 -55 -25 ～ -20 F-2対象斜孔

(1045) -100 -10 -25

(1046) -100 +25
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 前記の表の Nos.1155、1156、1158、1161 の孔（深さがメートル以下の値が表示さ

れている）は地質柱状図[[3]の第 3.5.28 図]が開示されており、岩級分布が判明してい

る（図 2-1 参照）。CM 級の分布割合は、標高 0～-150m 区間で、D-D’測線に最も近

接する No.1156 で 33.8%、3 号炉心直下の No.1158 で 36.7%（図 2-2 参照）である。 

 建屋に近接して（50m 以内）標高-30m まで沈降している CM 級岩層、しかも炉心

直下では標高-150m まで 30%以上も分布している CM 級岩が、建屋建設時に掘削さ

れて取り除かれたことが、D-D’地質断面図を以て確認できるとは考えがたい。 

 

(9) 地表における地震観測結果 

・（11 頁、(9)の 5 行目）その方法は、観測点のうちのー地点（観測網の中心近くでほぼ岩

盤と見なせる地点:No.02)を慕準点として、他の観測点との(*1)フーリエスペクトル比（基

準化スペクトル）を求め、その方位依存性を調べるものである。観測点間の距離は最大で

も lkm程度と地震の震源距離に比べ非常に短いため、(*2)基準化スペクトルには基準点と

各観測点間の地盤増幅特性の比のみが反映されている。 

大飯発電所から見て、(*3)地震の震央方位を 90°毎に４象限に分割し（方位グループ①

～④）［別添：図 3(2).2］、各々のグループに入る各地震の基準化スペクトルの平均（平均

スペクトル）を求め、グループ毎に比較した［別添：図 3(2).3］。(*4)その結果、各観測

点の平均スペクトルはグループによらず概ね良く近似していることが確認された。(*5)し

たがって、大飯発電所の敷地直下の地盤はほぼ均一であり、特異な地盤増幅を励起するよ

うな不整形地盤は存在しないと判断される。 

（*番号）を付した下線部分について検討する。 

 

澤田氏意見書が引用している電力中央研究所の論文(2020) [12] は、澤田他(2019) 

[13]の論文に依拠している。澤田他(2019)は『各観測点の基準化スペクトルは一定ではな

く，当然であるが地震ごとにバラツキを示す．このことは，地盤が完全な成層平行構造では

なく，ある種の不均一性を有することを意味する．震源距離は高密度観測点間の距離に比し

て非常に大きいため，これらのバラツキは主として地震基盤より上部地盤の地震増幅特性の

不確実性に起因すると考えられる．そこで，バラツキの指標として標準偏差に着目し，その

特性を検討することした』[[13]、123 頁]と述べている（下線は筆者による）。すなわち、

地盤の不均一性により、スペクトル比は一定ではなく、サイトの増幅特性に不確実性

がある。これを標準偏差で検討しようとするものである。そして、『観測点の地盤性状

が基準点と同じような岩盤に近い場合は，当然ながら，基準化スペクトルは周波数特性を有

さず，ほぼ１付近に分布する形状となる』[[13]、124-125 頁]と、観測地震学では当然の

ことを述べている（註：観測点と基準点のスペクトルが同じ形であれば、比は 1 にな

る）。澤田他(2019)に従えば、澤田氏は意見書で、(*2)で述べているとおり、まずスペ

クトル比の形状によって基準点と各観測点の地盤特性の違いを調べ、ついで(*1)で述

べている方位依存性を検討するのが順序である。しかし、澤田氏は、(*2)については

言及せず、［[1] 別添：図 3(2).3］を示して(*1)の結果のみを(*4)で述べている。以下

に、澤田氏が引用している原論文 [12] で、(*2)のサイト特性の違いについて検証し、

ついで(*1)の方位依存性を検討する。 
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◎発電所エリアをはさむ 2 地点のサイト特性の違い 

 論文[12]では 7 地点で地震観測をし、観測点②を基準点として各観測点のスペクト

ル比を論じている。ここでは発電所エリアをはさむ基準点②に対する観測点①を例に

取り上げる。図 8 は 4 象限毎のスペクトル比とそれぞれの標準偏差 SD である。SD

は対数目盛で表示されているので、SD=0.3 はスペクトル比で倍半分の違いを意味す

る。 

 

 スペクトル比の値の範囲を明確にするために、周波数 1、2、・・10Hz の値を読み

取り、全体（84 地震）の平均スペクトル比に SD を付した図を作成し、図 9 に示す。

スペクトル比が基準値の 1 付近であれば、観測点①と②の地盤特性はほぼ同じであり、

不均質性を考慮する必要はない。 

 スペクトル比は、3Hz で 0.66、5Hz で 1.69 と基準値 1 に対して 3～7 割もの増減

がある。また、2，3，5，6，10Hz で、基準値 1 は、±1 標準偏差の範囲外である。

すなわち、発電所エリアをはさむ地点で地盤特性が違っており、不均質性が存在する。 

 

◎方位依存性 

 図 10 に方位別のスペクトル比①/②（図 8）の平均値（図 9）からのずれを示す。

次のような特徴がある： 

・南東方向（青）は、全ての周波数で平均値の 1 以下である。 

・北西方向（黒）は、2Hz を除いて全て 1 以上である。 

・南西方向（橙）は、5Hz を除いて全て 1 以上である。 

・北東方向（赤）は、概ね 6Hz 以下の周波数域で 1 以上、7Hz 以上で 1 以下である。 

 

図 11 に、ずれの 1～10Hz の平均値を示す。震央方位に偏りがあるので、おおまか

な議論しか出来ないが、北西側から入射する地震波の増幅が大きく、南東側からは小

さい。特に、5～10Hz の周波数域では、北西側からは 1.5 倍程度、南東側からは 0.8

～0.9 倍であり、入射方位による顕著な差異がある。 

 

 このように、地震観測結果は、大飯基礎地盤の地震波増幅特性には、場所による違

いと地震波の入射方位による違いがあり、基礎地盤は均質で平行な成層構造層ではな

いことを示している。従って澤田氏が述べている(*4)の「平均スペクトルはグループに

よらず概ね良く近似している」は事実誤認であり、(*5)の「大飯発電所の敷地直下の地盤

はほぼ均一であり、特異な地盤増幅を励起するような不整形地盤は存在しない」は誤りであ

る。 
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まとめ 

 それぞれの調査項目で指摘したように、澤田氏の意見書には、調査資料の原本であ

るボーリング地質柱状図とは内容の異なる地質断面図を引用していること、断層破砕

帯によって生じている地震波速度の異常について、これを示めす弾性波探査の不都合

な結果を無視していること、反射法地震探査や地震観測の結果について専門家であれ

ば当然気づくはずの不均質構造を看過していること、都合の良い解析結果を得るため

の恣意的条件設定を不問に付すなど、事実誤認、虚偽説明の黙過、解釈の過誤などの

瑕疵がある。従って、「3.まとめ」で述べられている「関西電力が策定した大飯発電所の

地下構造モデルは妥当なものであると考える。なお、関西電力の高浜発電所、美浜発電所に

ついても、それらの敷地は大飯発電所と同様に硬質な岩盤からなっており、新規制基準審査

の際に、２．で述べたものと同等の各種調査を実施して地下構造評価や地下構造のモデル化

を行っていることから、大飯発電所と同様に評価できるものと考える（13 頁、下から 6 行

目）」は間違いである。 

       以 上 

 

註 1：PS 検層のダウンホール方式の測定について 

ダウンホール方式の測定方法の概念図 [[3] 第 3､5､16 図、6-3-572 頁] を図註 1 に

引用して示す。ここでは特に S 波について測定と解析の方法を説明する。 

(1) S 波の発生（板たたき法）：地面に寝かせた板に荷重を加え（人が数人乗る）、「か

けや」により人力で水平方向に板に打撃を加えて地面にすべり力を与え、S 波（SH

波：S 波水平動成分）を発生させる。 

(2) 記録：板に密着させた振動計により発振時を、ボーリング孔内に固定した振動

計で到達した地震波を受振し、電磁オッシログラフに記録する（印画紙への光学

記録）。 

(3) S 波初動の確認：S 波は P 波の後の後続波であるので、S 波初動の識別を確かに

するために、板の打撃方向を反対にして、(1)、(2)の操作を行い、SH 波の初動方

向の反転を確認する（極性確認）。 

(4) 走時曲線の作成：孔中の振動計を 2m ずつ移動させて(1)～(3)の操作を繰り返し、

各深度における SH 波の走時（着振時－発振時）を読み取って走時曲線（震源距

離と走時の関係）を作成する。300m 長のボーリング孔について 1 枚の走時曲線

を作成するためには、板たたきを 300 回以上実施することになる。 

 

S 波の振動源としては手軽であるので測定現場で実用化されているが、人力による

打撃であるので、波のエネルギーが小さく振動が微弱であること、発生する波の波形

がシャープではなく、また打撃毎に発生する波の形が変化すること、さらに P 波群の

後に続く後続波であることなどにより、読み取り誤差が大きい。 
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註 2：1/4 波長則 

 地盤に下方から入射した波が、地表面で反射し、表層内で反射を繰り返して、上方

に進む波と下方に進む波が干渉すると、地表面で波の腹、下層との境界で節となる波

長の波が強めあう。図註 2 に示すように、層の厚さが波長の 1/4、3/4、5/4・・・の

場合であり、この波長に対応する周波数の波が増幅され継続時間が長くなる。この周

波数を地盤の固有周波数（共振周波数）という（管楽器の音色と同じ現象）。 

 層の厚さを h、波の測度 v、周波数 f、波長λとすると、v = f ×λであるから、 

層厚が波長の 1/4 の場合、h = 1/4 ×λ f = 1/4 × v / h、 

3/4 の場合、h = 3/4 ×λ f = 3/4 × v / h、 

5/4 の場合、h = 5/4 ×λ f = 5/4 × v / h、 

一般的に、(2n – 1) / 4 の場合、f = (2n-1) / 4 × v / h、n = 1, 2, 3・・・である。 
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図 1-1．澤田氏が引用している地質断面図（C-C’断面）．大半を CH 級とする． 

 

 

図 1-2．澤田氏が引用している地質断面図（D-D’断面）．大半を CH 級とする． 
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図 2-1 ボーリング孔地質柱状図原本に記載されている岩級分布． 

標高-150m の深さまで CM 級が 36.6%、CH 級が 61.1％の分布割合である． 

 

 

 

 

図 2-2．標高 0～-150m 区間の岩級分布割合の場所による変化． 

右の棒グラフは、炉心位置の北西側、炉心位置、南東側での平均． 

より脆弱な CM 級が南東側で半分近くを占める． 
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図 3-1．3、4 号炉建屋基礎におけるシーム（割れ目）の分布． 

 

 

 

図 3-2．試掘坑坑間弾性波探査による P 波速度のトモグラフィ． 

速度の低下はシームの分布密度に相関する． 
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図 4-1 H/V 観測スペクトルと理論 H/V スペクトルの比較. 

左図：明瞭なピークがみられる観測スペクトル. 

中図：いろいろの基盤岩速度の理論 H/V 基盤岩深度を 43m とした場合 

右図：いろいろの基盤岩速度の理論 H/V ピーク周波数を 2.82Hz とした場合 

  中図と右図の岩盤の Vs、黒：2.2km/s、青：2.0km/s、茶：1.8km/s、赤：1.6km/s． 

  岩盤の Vs によらず、スペクトルの形状は、ほぼ同じで 4 本が重なっている。 

 観測スペクトルは、岩盤の Vs=2.2～1.6km/s のどれでも説明可能である.  

 

 

図 4-2 H/V スペクトルのピーク周波数と表層の厚さの関係. 

関電の 2 層モデルで、同一のピーク周波数に対して、下層の Vs が 1.6～2.2km/s と

変化しても、岩盤の深さはほとんど変化しない．すなわち、H/V スペクトルの 

ピーク周波数は、基盤岩の速度には依存しない 

表層の厚さ 

ピーク周波数 
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図 5 反射断面に識別された回折波（赤枠）、断層構造の存在を示唆する． 

 

 

図 6．インバージョン解析における初期条件． 

岩盤層にいきなり Vs=2.2km/s と大きい値、以後 0.1km/s 刻みで単調に増加する． 

PS 検層、試掘坑弾性波探査、ボーリング孔地質調査結果を無視した条件設定である． 
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図 7-1．トモグラフィ解析結果 (図 3(1).2を引用)．標高-20mと-40mに白点線を記入． 

 

 

図 7-2．図 7-1 の部分拡大図．橙破線：-50m． 

3.0km/s 層が標高-20m まで、4.0km/s 未満の層が-40m にまで、 

4.1～4.2km/s 層が-50m 以深に、部分的には-80m にまで、沈降している． 

4.6km/s 層は平坦ではない． 
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図 8．観測点①/②のスペクトル比とその標準偏差、方位別平均. 

赤：北東(18)、青：南東(30)、橙：南西(28)、黒：北西(8)、（地震数） 

[12]の Fig.6 と Fig.7 の一部を引用、左図は澤田意見書の図 3(2).3 の一部と同じ. 

 

 

図 9．左：①/②全体の平均スペクトル比と標準偏差、地震数は 84. 

右：観測点配置．[5]の Fig.1 を引用、澤田意見書図 3(2).1 と同じ. 

 

 

図 10．方位別スペクトル比①/②の   図 11．ずれの 1～10Hz の平均値. 

平均値からのずれ.  （赤：北東、青：南東、橙：南西、黒：北西） 
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図註 1．PS 検層の測定実施概念図． 

  孔中受振計を 2m ずつ移動させ、各深度において、P 波は発破により、S 波は 

  地表面の厚板を左右両側から「カケヤ」で叩いて SH 波を発生させ、 

  これを繰り返して P 波、S 波の到達時間から速度を割り出す。 

 

 

図註 2．表層での多重反射．波は地表面で腹、境界面で節となる． 

波長の 1/4、3/4、5/4・・・が層の厚さである場合、共振が起こる． 




